
＜産業保安に関する行動計画の基本的な考え方（継続）＞
保安・安全は「安全基盤」に支えられ、更にそれらは、「８軸で構成される安全文化」が
土台となっていると云われている。
石化協では、これらの考え方に、

「２０１１年～１２年の３件の重大事故から得られた４つの課題」を織り込んで、
具体的な取組みを行っている。

＜産業事故の発生状況＞
（１）保安事故の発生状況

・石化協（会員現２８社）では２０１５年より、事故（異常現象）の把握範囲を従来の
石油化学事業所から全事業所に拡大した（事業所数：約６０→約１３０）。
・石油化学事業所の事故は、約２５件／年で推移しており、
全事業所においては約２倍の５０件／年程度となっているが、
２０１３年以降、重大事故の発生は無い（2018年9月時点 石化協把握情報）。

・２０１７年の最大事故は、「過酸化物の小爆発（火傷４名、１４ポイント）」であり、
２０１８年では、「感電事故起因の停電ﾌﾟﾗﾝﾄ緊急停止時高圧水蒸気大気放出
（火傷１名、４．６ポイント）」が現時点集計では最大の事故である。

＊）石化協では、事故の影響度をＣＣＰＳ評価法に基づくポイント数として表し、定量的に把握している。
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＜産業事故の発生状況（続き）＞
（２）労働災害の発生状況

・保安事故同様に労災の把握範囲を２０１５年より、従来の石化事業所から全事業所に
拡大した（従業員: 約３万人→約６万人）。

・従業員の労災（休業４日以上）は、２０１５年以降、約２０件／年で推移しており、
７割が転倒及び設備洗浄中等の薬傷である。
協力会社では、約５０件／年発生しており、７割が巻き込まれ・挟まれ及び転倒である。
特に、工事協力会社における設備保全作業中の挟まれ労災等が多い。

・2018年は、9月把握時点で、1件 従業員の死亡災害＝重大労働災害が発生。
（重量物(フレキシブルコンテナ)の下敷き（分類；挟まれ）による死亡）

＜産業保安の取り組み＞
（１）会員企業の取り組み状況
①企業経営者の産業保安に対するコミットメント

会員企業のトップは、保安に関する基本理念・基本方針を定め、「安全はすべてに優先す
る」「コンプライアンスの遵守」などの意思を常に示し、基本方針等に関するメッセージを従業
員、地域社会等に向けて確実に発信するとともに、トップの基本方針の理解度を、安全文化
診断、ｅラーニング、個人目標のフォローアップ等により確認している。
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（１）会員企業の取り組み状況（続き）
②産業保安に関する目標設定

本年度においても、昨年度同様に「重大事故ゼロ（保安事故＋労働災害）」を目標。
しかしながら、9月把握時点で、1件 重大労働災害（従業員死亡災害）が発生。
（前述；重量物(フレキシブルコンテナ)の下敷き（分類；挟まれ）による死亡）

③産業保安のための施策の実施計画の策定
三大事故の解析から得られた４つの課題及び保安の基盤強化に対する取組みの実施
計画を策定している。
特に、1）リスクアセスメントの充実（従来の対象に加え、緊急停止、

スタート、ストップ等の非定常状態、誤操作・誤判断の想定、４Ｍ変更作業、異常反応の
可能性も対象に）
2）危険に対する感性、危険認識能力、知識及び技術の向上とプロセス全体を把握でき
る人材育成 3）世代交代への対応に向けた社内資格制度の充実、機械保全技能士
等の公的資格取得の推進 4）工事協力会社も含めた安全管理実施 など。

④目標の達成状況や施策の実施状況についての調査及び評価
毎年、目標の達成状況や施策の実施状況を具体的に確認し翌年度の計画に反映させる。

⑤自主保安活動の促進に向けた取り組み
・保安の向上に地道に努力する従業員やその取り組みを評価し、自主保安活動の促進
及び安全文化の醸成を図る。

・安全文化の醸成に当たっては、学会のみならず、民間の安全コンサルティングなどを
活用することも検討する。
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（２）業界団体の取り組み状況

①業界内外で発生した事故の原因や教訓の共有

・保安事故については、
ＷＧを毎年４回程度開催し、１件ごとに会員会社が教訓とすべき観点
を整理した上で共有化を行っている。
加えて、石油連盟との情報の相互共有化も行っている。

・労働災害については、
重篤な労災（休業４日以上）に対して、ＷＧにて、１件ごとに
作業者の行動、設備の状況等を分かり易くするなどの補足を加え、共有している。
本年2018年度は、特に、最近の災害例を踏まえた重点項目として、

・重量物取扱い作業の安全、機械安全の啓発活動
・工事協力会社の安全管理への支援を強化するための情報交換

に注力している。

・なお、重要な教訓を含む保安事故・労災については、全会員会社を対象にした
説明会を行い、情報共有化の徹底を図っている。

4

石油化学工業協会における自主行動計画(２０１８年度)



（２）業界団体の取り組み状況（続き）

②産業保安に必要と考えられる能力について企業が実施する教育訓練の支援
・若手管理者の気づきの機会とするために、
諸先輩の事故及び保安対策等の経験を共有する「事故事例巡回セミナー」を
年２回開催している。（2018年度で通算20回を迎える）
本年度は、重大な事故から５年以上経過していることから、昨年度と同様、
特に事故の風化防止の取組み強化に関するテーマを取り入れている。

・現場の保安レベル向上のために、現場課長による保安の取組みに関する情報交換を
「保安研究会」＊）にて実施している。

また、この場を利用して、危険認識能力の向上を図るために過去の事故事例を用いた
演習（解析および教訓の抽出）も行っている。

＊）石化協では、製造プロセスごとに７つの研究会を設置しており、毎年延べ約15回以上開催している。

・更に、保安・安全に関する専門家の育成教育の強化を図るため、東京、四日市、
岡山の３ヶ所にて「産業安全塾」を石連及び日化協と共に開催している。
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（２）業界団体の取り組み状況（続き）

③企業の産業保安活動に関するベストプラクティスの共有
会員会社による自社のベストプラクティスの共有化及び外部講師による保安講演を、
毎年、「保安推進会議」にて行っている。（本年度は第36回会議を10月4日開催）

・昨年度は、東ソー、日本ポリエチレン、住友化学、サンアロマー、日本ポリプロの
５社から発表、
本年度は、太陽石油、日本ゼオン、丸善石油化学、ＪＮＣ石油化学、
ＪＸＴＧエネルギーの5社から発表した。

・外部講師の保安講演では、昨年度の人のレジリエンスに焦点をあてたＳａｆｅｔｙ－ＩＩに
ついての講演に続き、本年度は、安全文化醸成の重要ポイントに焦点をあてた
「安全文化への取り組みの現状と今後の課題」についての講演があった。

・また、保安活動への動機付けの機会として、石化協会長が保安功労者に対し、
表彰を行っており、本年度は１3名を表彰した。
（本年度は10月4日第10回保安表彰式にて）

④企業が実施する安全文化の向上に向けた取り組みの支援
経営層の保安への関与の強化として、現場に最も近い経営層である事業所長の
意見交換会を開催し、相互のレベルアップを図っている。
昨年度の姫路、千葉での開催に続き、本年度は、水島（済）、九州（2019年3月予定）。
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